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本州と九州は 500 kV 送
電線で連系されている。 
周波数変換所（F.C.） 
東日本の 50 Hz 系統と西日本












































































































日本国内においてもある種の個性を見出すことができ、東 50 Hz 系統はループ状の構成となっ
































このような中、我が国において 1995 年 12 月 1 日に電気事業法が改正され、2000 年 3 月 21 日






小売自由化の目的としては、(1) 電気料金水準低下の実現、(2) 効率の良い発電設備の導入、(3) 
局所的な重潮流を抑制、(4) 需給不均衡の回避などが挙げられる。すなわち、小売自由化を行うこ
とにより、(1) や (2) のような経済的な問題と、(3) や (4) のような技術的な問題を解決することが
目標として掲げられている。 
 















































の目標値は、我が国では±0.1 ～ 0.3 Hz と設定されている。10 秒以下では系統の自己制御力、10


















必要最大電源容量の 3 % 程度が予備力とされている。要求があればすぐに発電できる待機電力の
部分は瞬動予備力と呼ばれているが、現在我が国では通常これに揚水発電が充当されている。 
 













本論文では、このような電力貯蔵装置の優れた機能に着目し、特に上記の (1) 、(4) 、(5) 、(6) に
関連した制御手法を提案する。そして、現時点において技術的完成度が高く、都市部近郊への分






























3 章 既存 VQC システムとの協調制御 
ここでは、NAS 電池を地域供給系統における電圧無効電力制御（VQC）へ利用することを検討
し、新規導入の NAS 電池と既存の VQC 機器の協調制御手法について提案する。 
配電用変電所に設置されている電力用コンデンサ、分路リアクトル、負荷時タップ切換装置な
どの VQC 機器は、タイムスケジュール運転や個別 VQC 制御に従って制御されている。しかし、
配電用変電所に NAS 電池を設置すれば、NAS 電池の充放電に伴い、配電用変電所の母線電圧や
地域供給系統の電圧安定性に対する特性が変化する。したがって、NAS 電池と VQC 機器が協調
を取りながら制御されなければ、母線電圧制約の逸脱や電圧安定性の悪化を招くことも考えられ、
NAS 電池と VQC 機器の協調制御手法が求められることになる。 




















ために NAS 電池（または交直変換装置）が持つべき性能についても評価することができる。 







5 章 電圧変動抑制への応用 
ここでは、系統事故によって生じる電圧変動を抑制するために NAS 電池を利用することを検討
















6 章 線路過負荷解消への応用 
ここでは、送電線事故によって生じる線路過負荷を解消するために NAS 電池を利用することを
考え、そのために必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案する。 














7 章 結論 
本論文の成果について総括する。また、電力系統安定化制御の将来展望についても述べる。 
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2 章 NAS 電池 
 
 
ここでは、本論文にて電力貯蔵装置の 1 つとして取り上げる NAS（NAtrium Sulfur : ナトリウム





NAS 電池の原理は、1966 年に米国 Ford Motor 社の Kummer と Weber により発表され、電気自









であり、β･アルミナのイオン伝導性を高めるために、通常 300 ～ 350 ˚C の高温下で使用される。
















図 2.1 充放電機構図 
 
 





2 Na + x S 
放電
充電
 Na2S5 + (x - 5) S    for  x > 5·····························································(2.1) 
2 Na + x S 
放電
充電
 Na2Sx    for  x < 5··············································································(2.2) 
 
すなわち、図 2.3 に示す Na-S 系の相図より、作動温度 300 ～ 350 ˚C では、放電初期（充電末期）
には正極に中性の硫黄と Na2S5が共存する 2 成分域であるが、さらに放電が進行すると Na2Sx（x < 
5）だけの 1 成分域となる。作動温度範囲では Na2S2.8付近での固相の Na2S2が生じるため、x ≒ 3








2 成分域では 2.076 V（350 ˚C）で一定であるが、1 成分域では硫黄のモル比の減少とともにほぼ
直線的に低下し、Na2S3では 1.78 V（350 ˚C）になる。 
 
 

















































設けている。システム全体の運転制御機能（運転制御モード）を表 2.1 に示し、NAS 電池システ
ムの外観（東京電力株式会社綱島変電所）を図 2.5 に示す。 
18 
 




































また、負荷平準化運転と短時間高出力運転という 2 つの機能を持ち合わせた高出力型 NAS 電池
の開発も進んでいる。これにより、多種多様な負荷パターンを持つ需要家や、瞬時電圧低下や停
電も許されないような需要家にも柔軟に対応することができる。待機状態からの高出力倍数と出
力可能時間の関係を図 2.6 に示す。出力可能時間は電池の作動温度上限（360 ˚C）により制限され、
出力倍数が高いほど、電池温度の上昇が速く、出力時間は短くなる。 
 














×1 : 7.2 hr
×1.8 : 1.5 hr
×2.8 : 30 min
×3.7 : 15 min
×4.8 : 5 min
 














東京電力株式会社が実証試験・導入を行っている NAS 電池システムの一覧を、表 2.2 および表
2.3 に示す。 
 
表 2.2 変電所設置用の導入事例 
設置場所 システム種類 運転開始 
川崎電力貯蔵連系試験場 50 kW（実用原型機） 1992 年 12 月～
川崎電力貯蔵連系試験場 500 kW 1995 年 8 月～ 
綱島変電所 6,000 kW 1997 年 7 月～ 
大仁変電所 6,000 kW 1999 年 3 月～ 
品川変電所 2,000 kW 2001 年 3 月～ 
 
表 2.3 需要家設置用の導入事例 
設置場所 システム種類 運転開始 
川崎電力貯蔵連系試験場 250 kW 1995 年 12 月～
TEPCO 新エネルギーパーク 50 kW 1995 年 12 月～
鬼怒川発電所 200 kW（高出力型） 1998 年 1 月～ 
東光電気 2,000 kW 1999 年 6 月～ 
技術開発センタービル 200 kW 1999 年 9 月～ 
関電工 200 kW 1999 年 11 月～
川崎 200 kW 2000 年 11 月～
大宮営業所 50 kW 2001 年 3 月～ 
平塚営業所 50 kW（UPS 兼用） 2001 年 3 月～ 
秦野営業所 50 kW（高出力型） 2001 年 3 月～ 
日立エンジニアリング 300 kW（UPS 兼用） 2001 年 3 月～ 
東京エネシス 25 kW（力率改善用） 2001 年 3 月～ 
東京都下水道局 1,000 kW（下水道事業用） 2001 年 10 月～
アサヒビール 1,000 kW（UPS 兼用） 2001 年 12 月～
つばさ総合高等学校 200 kW 2002 年 2 月～ 
高岳製作所 1,000 kW（UPS 兼用） 2002 年 3 月～ 
富士ゼロックス 1,000 kW（UPS 兼用） 2002 年 3 月～ 
パシフィコ横浜 2,000 kW（UPS 兼用） 2002 年 4 月～ 
富士通 1,000 kW（2 倍出力型 瞬低対策・UPS 兼用） 2002 年 6 月～ 
イトーヨーカ堂 1,000 kW 2002 年 8 月～ 


















表 2.2 より、NAS 電池は他の電池と比べて、理論エネルギー密度が非常に高いことが分かる。
すなわち、より小さな設置スペースで、より大きな電力を放電できることになる。また、システ
ム容量（Wh）も大規模に構成することが可能であるため、より広範な電力系統において適用する
ことができると考えられる。さらに、目標耐久性に着目すると、NAS 電池は 2,500 回以上の充放
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装置の仕様が適切であれば、定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を瞬時に充放電することも可能であ
る。したがって、設備の有効利用や負荷率の改善を目的とするだけでなく、地域供給系統におけ
る電圧・無効電力制御（VQC）への応用も期待されている。しかし、配電用変電所に設置される




ける電圧安定性を考慮した NAS 電池システムと既存 VQC システムの協調制御手法について提案
する。2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより NAS 電池システムと既存 VQC システムの
制御パターンを決定し、地域供給系統の母線電圧と電圧安定性を維持することを目標とする。 
提案手法の有効性を確認するために、本章では電気学会 1 機 V 系統モデル [1][2] を用いてシミュ




3.2 VQC 機器 [3][4] 
 


























<3.2.3> 電圧・無効電力制御の方式  電圧・無効電力制御方式には「中央制御方式」と「個
別制御方式」とがあり、さらに個別制御方式には「タイムスケジュール運転」と「個別 VQC 方式」
とがある。電圧・無効電力制御方式の分類を表 3.1 に示す。 
 
表 3.1 電圧・無効電力制御方式 
個別制御方式 
中央制御方式 

























<3.3.1> 提案手法の概要  配電用変電所に設置されている電力用コンデンサ（SC）、分路リ
アクトル（ShR）、負荷時タップ切換変圧器（LRT）などの既存 VQC システムは、タイムスケジュ
ール運転や個別 VQC 制御に従って制御されている。しかし、配電用変電所に NAS 電池システム
を設置すれば、NAS 電池システムの充放電に伴い、配電用変電所の母線電圧や地域供給系統の電
圧安定性が変化する。したがって、NAS 電池システムと既存 VQC システムが互いに協調を取り
ながら制御されなければ、母線電圧制約の逸脱や電圧安定性の悪化を招くことも考えられる。 







性レベルを決定する。次にステップ 2 では、配電用変電所に NAS 電池システムを設置した後の状
態を考える。そして、ステップ 1 で求まった電圧安定性レベルを目標として、NAS 電池システム































iis PP = ············································································································································(3.2) 
icris PPk = ········································································································································(3.3) 
 
・負荷母線 
iis PP = ············································································································································(3.4) 
iis QQ = ···········································································································································(3.5) 
icris PPk = ········································································································································(3.6) 




































ただし、Psi：母線 i における現在の有効電力指定値、Pi：母線 i における現在の有効電力、Pcr 
i：母線 i における負荷限界での有効電力、Qsi：母線 i における現在の無効電力指定値、Qi：
母線 i における現在の無効電力、Qcr i：母線 i における負荷限界での無効電力、Gij：母線アド









iii VVV maxmin ≤≤ ·························································································································(3.12) 
iicri VVV maxmin ≤≤ ······················································································································(3.13) 
 
・電力用コンデンサ投入量制約 
ii SCSC max≤ ···································································································································(3.14) 
・分路リアクトル投入量制約 
ii ShRShR max≤ ································································································································(3.15) 
 
ただし、| Vi |：母線 i における現在の電圧の大きさ、| Vcr i |：母線 i における負荷限界での電圧
の大きさ、| Vmin i |：母線 i における電圧の大きさの下限値、| Vmax i |：母線 i における電圧の大
きさの上限値、SCi：変電所 i における電力用コンデンサ投入量、SCmax i：変電所 i における電





率 k を最大化することは、P-V 曲線先端までの余裕を広げることになり、地域供給系統における
































図 3.1 負荷倍率 k の概念 
 
次にステップ 2では、配電用変電所にNAS電池システムを設置した後の状態を考える。そして、







( )2minimize kkF ref −= ·················································································································(3.16) 
 





iis PP = ··········································································································································(3.17) 




iiNASis PPP =+ ································································································································(3.19) 
iiNASis QQQ =+ ······························································································································· (3.20) 
icriNASis PPPk =+ ····························································································································(3.21) 
icriNASis QQQk =+ ···························································································································(3.22) 
 
・NAS 電池システムを設置しない負荷母線 
iis PP = ··········································································································································(3.23) 
iis QQ = ·········································································································································(3.24) 
icris PPk = ······································································································································(3.25) 




































ただし、PNAS i：NAS 電池システム i の有効電力出力、QNAS i：NAS 電池システム i の無効電力出
力である。 
 
3) 不等式制約条件（系統運用条件と NAS 電池制約） 
 
・母線電圧制約 
iii VVV maxmin ≤≤ ·························································································································(3.31) 
iicri VVV maxmin ≤≤ ······················································································································(3.32) 
 
・電力用コンデンサ投入量制約 
ii SCSC max≤ ···································································································································(3.33) 
 
・分路リアクトル投入量制約 
















ただし、SNAS i：NAS 電池システム i の容量、cosφ：NAS 電池システム i の力率である。 
 






<3.4.1> シミュレーションの概要  提案手法の有効性を確認するために、図 3.2 に示す電気




負荷母線は 111, 211, 311 の 3 ヶ所であり、それぞれの負荷が図 3.3 に示すように P = 80 MW, Q = 
20 MW から P = 160 MW, Q = 40 MW まで定力率で増加していくケースを考える。系統全体として





















: Bus Number    <  > : Line Number
 
図 3.2 電気学会 1 機 V 系統モデル 
 





















  Active power load
  Reactive power load
 
図 3.3 母線 111, 211, 311 における負荷増加率 
 
NAS 電池システムは母線 111, 311 の 2 ヶ所に設置されており、電力用コンデンサや分路リアク
トルもそれらの配電用変電所に併せて設置されている。基本的に、NAS 電池システムは地域供給
系統の負荷平準化を目的として運用されているものとするが、本シミュレーションでは、NAS 電
池システムが力率 cosφを 1.0 から 0.8 まで調節することにより、電圧・無効電力制御の役割を果





表 3.2 NAS 電池と VQC 機器のデータ 
母線 
NAS 電池容量 
SNAS i [MVA] 
コンデンサ容量 
SCmax i [MVA] 
リアクトル容量 
ShRmax i [MVA] 
111 12.0 6.0 6.0 
311 12.0 6.0 6.0 
 
また、母線電圧の上下限値は、全母線において | Vmax i | = 1.045 pu, | Vmin i | = 0.970 pu とした。 
 
<3.4.2> シミュレーションの結果と考察  まずステップ 1 として、NAS 電池システムを設置
する前のシミュレーション結果を示す。(3.1) 式から (3.15) 式までの最適潮流計算を解き、得られ
た負荷倍率の最大値を図 3.4 に示し、電力用コンデンサと分路リアクトルの制御パターンを図 3.5
に示す。 
 

















































  Amount at bus 111




図 3.5 SC と ShR の制御パターン 
 




次にステップ 2 として、NAS 電池システムを設置した後のシミュレーション結果を示す。ステ
ップ 1 で求まった電圧安定性レベルを目標として (3.16) 式から (3.36) 式までの最適潮流計算を解
き、得られた電力用コンデンサと分路リアクトルの制御パターンを図 3.6 に示し、母線 111, 311






































  Amount at bus 111
  Amount at bus 311
 
図 3.6 SC と ShR の制御パターン 
 

























  Active power output P
  Reactive power output Q
 

































  Active power output P
  Reactive power output Q
 
図 3.8 母線 311 における NAS 電池の出力パターン 
 
図 3.6 ～ 図 3.8より、NAS電池システムの力率を 1.0から 0.8までの範囲で制御することにより、
NAS 電池システムが調相設備の役割を果たし、既存の電力用コンデンサおよび分路リアクトルの





かし、実際には±6.0 MVar 以上の無効電力を調整する負荷断面はほとんどないため、NAS 電池シ
ステムの有効電力出力が電圧・無効電力制御にも貢献していると考えられる。 
 
<3.4.3> NAS 電池設置後も負荷倍率を最大化する場合の検討  追加検討として、NAS 電池
設置後（ステップ 2）においても負荷倍率最大化を目的として制御を行う場合を考える。すなわ
ち、(3.16) 式の目的関数を (3.1) 式に置き換え、同様な最適潮流計算を解く場合を検討する。 
まず、図 3.9 に負荷倍率の最大値を示し、NAS 電池を設置する前後での比較を行う。そして、
最大負荷倍率（倍）を実際の負荷余裕（MW）に変換し、NAS 電池を設置した後における負荷余






















r   After installing NAS battery
  Before installing NAS battery
 
図 3.9 負荷倍率の最大値 
 






























図 3.9 より、NAS 電池システムを設置した後は最大負荷倍率が増加し、電圧安定性が向上する
ことが示されている。また、図 3.10 からは、最大負荷倍率を実際の負荷余裕に変換すると、重負
荷時には約 60 MW の負荷余裕が増加することが分かる。合計 24 MVA の NAS 電池システムを設




次に、電力用コンデンサと分路リアクトルの制御パターンを図 3.11 に示し、母線 111, 311 にお
ける NAS 電池システムの出力パターンをそれぞれ図 3.12, 図 3.13 に示す。 
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  Active power output P
  Reactive power output Q
 
図 3.12 母線 111 における NAS 電池の出力パターン 
 

























  Active power output P
  Reactive power output Q
 
図 3.13 母線 311 における NAS 電池の出力パターン 
 


















2 つの機能を持たせることを考え、電力用コンデンサや分路リアクトルといった既存 VQC システ
ムとの協調制御手法を提案した。2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより NAS 電池システ
ムと既存 VQC システムの制御パターンを決定し、地域供給系統の母線電圧と電圧安定性を維持す
ることを目標とした。 
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配置および PQ 出力比を決定することができる組み合わせ手法について提案する。 













<4.2.1> 全系電圧安定性指標 VIPI [6]  VIPI（Voltage Instability Proximity Index）は近接潮流多
根に着目し、現在の状態を表す指定値ベクトルと安定限界に対応する臨界ベクトルが、指定値空














図 4.1 VIPI の概念図 
 
潮流方程式は、指定値ベクトルを ys、電圧ベクトルを x とすると、 
( )xyy =s ··········································································································································(4.1) 
で表されるが、ここで同一の ysを満足する 2 種類の電圧ベクトル x、x*を考える。x と x*を潮流多
根解析により求め、あるベクトル a（電圧空間の臨界ベクトル）およびベクトル b（x と a の偏差
ベクトル）の和と差で表現すると、 
bax +=   bax −=* ····················································································································(4.2) 





*xxa +=   
2
*xxb −= ·················································································································(4.3) 









s1cosVIPI θ ·················································································································(4.4) 
 




と言える。また、VIPI は僅か 1 回の潮流多根解析を行うことにより求めることができ、少ない計
算量で算出できることも特長である。 
 
<4.2.2> 母線電圧安定性指標 d VIPI / d QL [7]  電圧安定性は一般に無効電力と密接な関係が
あると考えられ、これまでに無効電力の増減や感度に基づいた電圧安定性指標が提案されている。
それらのうちの 1 つである d VIPI / d QLは、負荷母線での無効電力 QLが微小変化したとき、それ


























∂= VIPIVIPIVIPIVIPI ** ··············································································(4.5) 
のように表すことができる。ただし、母線 i の電圧高め解を Vi = ei + j fi、母線 i の電圧低め解を Vi* 
= ei* + j fi*とすると、x、x*、QLは、 
T











* LL=x ·································································································(4.7) 
T
LnlLiLLL QQQQ ],,,,,[ 21 LL=Q ···········································································································(4.8) 
である。 
次に、直角座標系での潮流方程式は、 









































ddd ·············································································································· (4.11) 








































































































































と置くと、VIPI に対する負荷の無効電力の感度 SQは、 
LQdd QS=VIPI ······························································································································· (4.17) 
より求めることができる。ただし、SQは、 






















































































































IVIPVIPIcos ′= ······························································································································(4.23) 
と置き、仮に両辺を一般的な変数 x で偏微分すると、 
xx ∂
′∂=∂








を ysおよび y(a)の各要素で偏微分すると、以下のようになる。 
( ) ( )










( ) ( )














<4.3.1> 提案手法の概要  NAS 電池を配電用変電所に分散配置することにより、配電系統の














<4.3.2> 感度手法による配置候補母線の順位付け  <4.2.2> では、VIPI に対する負荷の無効
電力の感度を算出する方法を示した。<4.2.2> で示した感度は、VIPI に対する NAS 電池の無効電
力出力の感度とも等価でもあり、NAS 電池の無効電力出力による VIPI への貢献度とも言い換える
ことができる。また、SQi に加え、(4.17) 式の QL を負荷母線での有効電力 PL に置き換えた式より
求まる感度を SPiと定義すれば、NAS 電池の有効電力出力による VIPI への貢献度も算出すること




dS VIPI=   
Li
Qi dQ
dS VIPI= ··········································································································(4.28) 
22
QiPii SSS += ······························································································································· (4.29) 
最も効果的に電圧安定性を向上させるためには、指標 Siが最大となる母線に NAS 電池を配置す
ればよい。最も効果的に電圧安定性を向上させるということは、なるべく少ない容量で最大限の
効果を生むこととなり、NAS 電池の設置コスト、運用コスト等を削減できることにもつながる。
また、複数の母線に NAS 電池を配置する場合、指標 Siが大きい母線の順に配置すれば電圧安定性
を向上させるという観点から適切なものとなる。 





R =′ ········································································································································(4.30) 




<4.3.3> 最適潮流計算手法による配置とPQ出力比の決定  配電用変電所内の配置候補母線
に NAS 電池を設置し、配電系統の電圧安定性を最大限に向上させるには、決められた容量制約の
もとで全系電圧安定指標 VIPIが最大となる NAS電池の出力を最適潮流計算により求めればよい。








































































NiNi SQP ≤+∑ ··························································································································(4.39) 
 
以上のような最適潮流計算を解くことにより、電圧安定性を最大限に向上させることができる
有効電力出力 PNiと無効電力出力 QNiを得ることができる。 




QR = ········································································································································(4.40) 




<4.3.4> 感度手法と最適潮流計算手法の組み合わせ  <4.3.2> では、感度手法による配置候
補母線の順位付けを行う方法を提案し、<4.3.3> では、最適潮流計算手法による NAS 電池の最適
配置および最適 PQ 出力比を決定する方法を提案した。ここで、感度手法と最適潮流計算手法の
長所と短所を簡単に整理すると、表 4.1 のようになる。 
 
表 4.1 感度手法と最適潮流計算手法の長所と短所 































Step 1 感度による手法（<4.3.2> を参照）を使用して、配置候補母線の順位付けを行う。 














提案する手法の有効性を確認するために、Ward & Hale 6 母線系統 [5] と 73 母線配電系統を用い
てシミュレーションを行う。ここでは、系統に設置する NAS 電池を 1 台とし、その 1 台をある 1
つの母線に設置することにより VIPI を最大化させることを考える。 
 
<4.4.1> Ward & Hale 6 母線系統での例証  図 4.2 に示す Ward & Hale 6 母線系統を用いて例
証を行う。系統データについては、付録 B を参照されたい。シミュレーションを行う時間断面に
おける VIPI は 3.9259 deg であり、重負荷を想定した系統としている。この系統では、母線 3 から








図 4.2 Ward & Hale 6 母線系統 
 
まず、<4.3.2> で示した感度手法を用い、指標 SPi、SQi、Si、近似的 PQ 出力比 Ri′を算出し、指





表 4.2 各設置母線における指標、近似的 PQ 出力比 
母線 SPi SQi Si Ri′ 
5 0.6001 0.3907 0.7161 0.6510 
6 0.5232 0.4458 0.6874 0.8520 
3 0.4815 0.3895 0.6194 0.8089 
4 0.3261 0.3720 0.4947 1.1406 
 
表 4.2 から、指標 Siが最大となる負荷母線は母線 5 であり、NAS 電池の最適設置母線は母線 5
であることが分かる。また、そのときの近似的な PQ 出力比は 0.6510 であり、出力比 P:Q を 1:0.6510
とすればよいことも分かる。 
次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を表 4.2 の指標 Siが大きい母線の順に行い、VIPI、有効電
力出力 PNi、無効電力出力 QNi、最適 PQ 出力比 Riを算出する。その結果を表 4.3 に示す。 
 
表 4.3 各設置母線における VIPI、出力、最適 PQ 出力比 
母線 VIPI [deg] PNi [pu] QNi [pu] Ri 
5 4.7350 0.0169 0.0107 0.6347 
6 4.7157 0.0153 0.0129 0.8456 
3 4.6289 0.0156 0.0125 0.7994 
4 4.4900 0.0132 0.0150 1.1410 
 
表 4.2 と表 4.3 より、感度による手法から求まった指標の順位と最適潮流計算による手法から求
まった VIPI の順位が一致し、出力比 Riと感度比 Ri′は非常に近い値となることが分かった。すな
わち、n 回の最適潮流計算手法を行わなくても 1 回の感度手法を行えば配置と PQ 出力比を推定で
き、感度手法の妥当性を確認することができた。この例での表 4.2 と表 4.3 における PQ 出力比 Ri
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図 4.3 PQ 出力比における 2 手法の比較 
 
<4.4.2> 73 母線配電系統での例証  図 4.4 に示す 73 母線配電系統を用いて例証を行う。こ
の系統には 147 kV から 3.2 kV までの電圧階級が含まれている。系統データについては、付録 C
を参照されたい。シミュレーションを行う時間断面における VIPI は 2.0133 deg であり、重負荷を
想定した系統としている。この系統では、すべての配電用変電所内の母線が設置の対象となり、













































































図 4.4 73 母線配電系統 
 
まず、<4.3.2> で示した感度手法を用い、指標 SPi、SQi、Si、近似的 PQ 出力比 Ri′を算出し、指
標 Si の大きい順に並べる。感度計算の結果については、指標 Si の値が大きかった上位 10 母線に
ついて記してある。その結果を表 4.4 に示す。 
 
表 4.4 各設置母線における指標、近似的 PQ 出力比 
母線 変電所 SPi SQi Si Ri′ 
33 A – 2次 0.0777 0.0885 0.1178 1.1393 
34 A – 2次 0.0547 0.0605 0.0815 1.1058 
35 A – 2次 0.0475 0.0567 0.0740 1.1957 
32 A – 1次 0.0244 0.0434 0.0498 1.7812 
27 B – 2次 0.0233 0.0287 0.0369 1.2326 
28 B – 2次 0.0232 0.0287 0.0369 1.2354 
29 B – 2次 0.0230 0.0280 0.0362 1.2176 
25 C – 2次 0.0120 0.0221 0.0251 1.8365 
26 B – 1次 0.0078 0.0209 0.0223 2.6878 






表 4.4 から、指標 Si が最大となる負荷母線は母線 33 であり、NAS 電池の最適設置母線は母線
33、すなわち変電所 A の 2 次側（6.9 kV 側）であることが分かる。また、そのときの近似的な PQ
出力比は 1.1393 であり、出力比 P:Q を 1:1.1393 とすればよいことも分かる。 
次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を表 4.4 の指標 Siが大きい母線の順に行い、VIPI、有効電
力出力 PNi、無効電力出力 QNi、最適 PQ 出力比 Riを算出する。最適潮流計算の結果については、
目的関数 VIPI の収束値が大きかった上位 10 母線について記してある。その結果を表 4.5 に示す。 
 
表 4.5 各設置母線における VIPI、出力、最適 PQ 出力比 
母線 変電所 VIPI [deg] PNi [MW] QNi [MVar] Ri 
33 A – 2次 3.2755 1.3204 1.5022 1.1376 
34 A – 2次 2.8662 1.3359 1.4885 1.1142 
35 A – 2次 2.7960 1.2727 1.5428 1.2122 
32 A – 1次 2.5792 0.9597 1.7547 1.8284 
27 B – 2次 2.4039 1.2556 1.5567 1.2398 
28 B – 2次 2.4033 1.2539 1.5581 1.2427 
29 B – 2次 2.3962 1.2694 1.5455 1.2175 
25 C – 2次 2.2786 0.9303 1.7705 1.9031 
26 B – 1次 2.2648 0.6950 1.8754 2.6983 
24 C – 1次 2.2630 0.6901 1.8772 2.7201 
 
表 4.4と表 4.5より、73母線配電系統においてもWard & Hale 6母線系統と同様の結果が得られ、
感度手法の妥当性を確認することができた。この例での表 4.4 と表 4.5 における PQ 出力比 Ri と
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まず、配電用変電所内に NAS 電池を設置する場合、1 次側（高圧側）よりも 2 次側（低圧側）
に設置する方が、より電圧安定性を向上させる傾向にあることが分かる。設備の仕様面や費用面
から考えても、1 次側よりも 2 次側に設置する方が好ましいことは明らかである。 
次に、電圧安定性を向上させるために NAS 電池を設置する場合、有効電力よりも無効電力を多















<4.5.1> Ward & Hale 6 母線系統での例証  ここでは、母線 3 から母線 6 までの 4 つの負荷
母線が配置の対象となり、NAS 電池の総容量が 0.020 pu を超えなければ複数の母線に配置しても
よいと仮定し、母線ごとの容量は 0.015 pu までとする。 
まず、<4.4.1> の表 4.2 の結果を用いて、配置候補母線を 3 母線（母線 5, 6, 3）に絞り込んだ。
次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を配置候補母線の有効電力出力 PNi と無効電力出力 QNi を変
数として行い（i = 5, 6, 3）、有効電力出力 PNi、無効電力出力 QNi、NAS 電池の容量 SNi、最適 PQ
出力比 Riを算出し、NAS 電池の容量 SNiの大きい順に並べる。その結果を表 4.6 に示す。 
 
表 4.6 各配置母線における出力、容量、最適 PQ 出力比 
母線 PNi [pu] QNi [pu] SNi [pu] Ri 
5 0.0127 0.0081 0.0150 0.6361 
6 0.0038 0.0032 0.0050 0.8431 
3 0.0000 0.0000 0.0000 － 
最大 VIPI = 4.7318 [deg] 
 
表 4.6 の結果は、最も感度が大きい母線 5 に可能な限りの容量を集め、その次に感度が大きい
母線 6 に残りの容量を設置したことを示している。すなわち、感度による手法で感度が大きい母
線を幾つか見つけ出し、その幾つかの母線の有効電力出力 PNiと無効電力出力 QNiのみを変数とし




量が複数の母線に分散し、最適潮流計算により求まった最大 VIPI が単数設置の場合（表 4.3 の母
線 5 の値を参照）と比べると低下していることが分かる。よって、NAS 電池の容量を複数の母線
に分散させるより 1 つの母線に集約させた方が電圧安定性を向上させることも示された。 
 
<4.5.2> 73 母線配電系統での例証  ここでは、すべての配電用変電所内の母線が設置の対
象となり、NAS 電池の総容量が 2.0 MVA を超えなければ複数の配電用変電所内の母線に配置して
もよいと仮定し、母線ごとの容量は 1.5 MVA までとする。 
まず、<4.4.2> 章の表 4.4 の結果を用いて、配置候補母線を 3 母線（変電所 A の 2 次側・母線 33, 
34, 35）に絞り込んだ。次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を配置候補母線の有効電力出力 PNi
と無効電力出力 QNiを変数として行い（i = 33, 34, 35）、有効電力出力 PNi、無効電力出力 QNi、NAS
電池の容量 SNi、最適 PQ 出力比 Riを算出し、NAS 電池の容量 SNiの大きい順に並べる。その結果





表 4.7 各配置母線における出力、容量、最適 PQ 出力比 
母線 変電所 PNi [MW] QNi [MVar] SNi [MVA] Ri 
33 A – 2次 0.9753 1.1397 1.5000 1.1685 
34 A – 2次 0.3376 0.3688 0.5000 1.0926 
35 A – 2次 0.0000 0.0000 0.0000 － 
最大 VIPI = 3.2503 [deg] 
 






<4.6.1> 負荷余裕量および送電損失の重要性  4.4 節および 4.5 節では、Ward & Hale 6 母線
系統と 73 母線配電系統を用い、NAS 電池の最適配置および最適 PQ 出力比を決定する手法を示し
た。NAS 電池を 1 台設置した場合も複数台配置した場合も、初期状態（NAS 電池を配置する前の
状態）と比較すると VIPI が増加し、電圧安定性の向上を確認することができた。 
しかし、VIPI は指定値ベクトルと指定値空間における臨界ベクトルとが成す角で表されるため、
VIPI が増加したことにより負荷余裕がどの程度増加したかを評価することはできない。すなわち、
負荷の MW 余裕、MVar 余裕、あるいは MVA 余裕がどの程度増加したかを評価することは不可能

























































<4.6.2> Ward & Hale 6 母線系統での例証  まず、<4.4.1> の表 4.3 を参照し、各負荷母線に
最適な有効電力出力 PNiおよび無効電力出力 QNiを配置する。そして、各配置状態における需要量
および送電損失を計算し、その結果を表 4.8 に示す。ここで、初期状態とは NAS 電池を配置しな
い場合の状態を指す。 
 














5 2.0081 0.5231 2.0751 0.3022 1.1386 1.1781 
6 2.0097 0.5247 2.0771 0.3052 1.1512 1.1910 
3 2.0094 0.5244 2.0767 0.3067 1.1530 1.1931 
4 2.0382 0.5532 2.1119 0.3106 1.1719 1.2123 





る。そして、各配置状態における臨界需要量を計算する。その結果を表 4.9 に示す。 
 
表 4.9 各負荷母線に NAS 電池を導入した際の臨界負荷倍率および臨界需要量 
臨界需要量 
母線 臨界負荷倍率 
有効電力 [pu] 無効電力 [pu] 皮相電力 [pu] 
5 1.0655 2.1408 0.5647 2.2141 
6 1.0644 2.1402 0.5619 2.2127 
3 1.0633 2.1376 0.5617 2.2102 
4 1.0612 2.1621 0.5881 2.2407 
初期状態 1.0525 2.1313 0.5683 2.2057 
 
表 4.8 と表 4.9 より、NAS 電池を配置したことによる負荷余裕の増加および送電損失の減少は
表 4.10 のようになる。 
 














5 0.1327 0.0416 0.1389 0.0197 0.0786 0.0811 
6 0.1305 0.0371 0.1356 0.0167 0.0660 0.0681 
3 0.1282 0.0373 0.1335 0.0152 0.0643 0.0660 
4 0.1239 0.0349 0.1288 0.0113 0.0454 0.0468 
 
表 4.10 より、適切な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置することにより、系統の負荷余裕を増
加させることができ、系統の送電損失も減少させることができた。表 4.10 における負荷余裕の増































































Increase of load margin
Decrease of transmission loss
 
図 4.6 負荷余裕の増加と送電損失の減少 
 




なお、この例では、最も適切な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置した場合（母線 5 に NAS
電池を配置した場合）、配置した NAS 電池の容量 0.020 pu よりも遥かに大きい負荷余裕 0.1389 pu
が得られることが示された。 
 
<4.6.3> 73 母線配電系統での例証  まず、<4.4.2> の表 4.5 を参照し、各負荷母線に最適な
有効電力出力 PNiおよび無効電力出力 QNiを配置する。そして、各配置状態における需要量および

























33 412.38 110.08 426.82 8.31 197.95 198.13 
34 412.36 110.06 426.80 8.37 199.00 199.18 
35 412.43 110.13 426.88 8.42 199.62 199.80 
32 414.66 112.36 429.61 8.64 202.21 202.39 
27 412.44 110.14 426.90 8.77 200.59 200.78 
28 412.45 110.15 426.90 8.77 200.61 200.80 
29 412.43 110.13 426.88 8.77 200.62 200.81 
25 412.77 111.13 427.47 8.90 203.28 203.48 
26 414.40 112.10 429.29 8.95 204.27 204.46 
24 414.39 112.09 429.28 8.95 204.30 204.49 
初期状態 413.70 111.40 428.44 9.07 206.20 206.40 
 
次に、表 4.11 において、前述の最適化問題を各配置状態において解き、臨界負荷倍率を計算す
る。そして、各配置状態における臨界需要量を計算する。その結果を表 4.12 に示す。 
 
表 4.12 各負荷母線に NAS 電池を導入した際の臨界負荷倍率および臨界需要量 
臨界需要量 
母線 臨界負荷倍率 
有効電力 [MW] 無効電力 MVar] 皮相電力 [MVA]
33 1.0833 446.86 119.18 462.48 
34 1.0743 443.08 118.18 458.57 
35 1.0727 442.49 117.95 457.94 
32 1.0677 442.65 120.69 458.81 
27 1.0648 439.24 117.06 454.57 
28 1.0648 439.24 117.06 454.57 
29 1.0645 439.13 117.04 454.46 
25 1.0609 437.98 118.69 453.77 
26 1.0605 439.43 120.02 455.52 
24 1.0604 439.40 120.01 455.49 





表 4.11 と表 4.12 より、NAS 電池を配置したことによる負荷余裕の増加および送電損失の減少
は表 4.13 のようになる。 
 














33 12.32 3.14 12.71 0.76 8.25 8.28 
34 8.56 2.15 8.82 0.70 7.21 7.23 
35 7.90 1.86 8.11 0.65 6.59 6.61 
32 5.83 2.37 6.25 0.43 4.00 4.01 
27 4.64 0.95 4.72 0.30 5.61 5.62 
28 4.63 0.94 4.72 0.30 5.60 5.61 
29 4.54 0.95 4.63 0.30 5.59 5.60 
25 3.05 1.59 3.35 0.17 2.92 2.93 
26 2.87 1.95 3.28 0.12 1.94 1.94 
24 2.84 1.95 3.26 0.12 1.91 1.91 
 
表 4.13 より、73 母線配電系統においても Ward & Hale 6 母線系統と同様の結果が得られ、適切
な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置することにより、系統の負荷余裕を増加させることができ、
系統の送電損失も減少させることができた。表 4.13 における負荷余裕の増加および送電損失の減
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図 4.7 負荷余裕量の増加と送電損失の減少 
 




なお、この例では、最も適切な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置した場合（母線 33 に NAS






本章では、電圧安定性を向上させるという観点から、電力貯蔵装置の 1 つである NAS 電池の最
適配置および最適 PQ 出力比を決定する手法を提案した。提案手法は、全系電圧安定性指標 VIPI、
母線電圧安定性指標 d VIPI / d PLおよび d VIPI / d QLを用いるものであり、感度による手法と最適
潮流計算による手法を組み合わせたものである。 







また、負荷側に電源が存在しない配電系統に NAS 電池を設置する場合、1) 電圧安定性を向上
させるためには 1 次側よりも 2 次側に NAS 電池を設置する方が適切 2) 有効電力よりも無効電力
を多く出力することができる NAS 電池の仕様が必要 3) NAS 電池の容量を複数の母線に分散させ
るより 1 つの母線に集約させた方が電圧安定性を向上させることが可能 4) VIPI に対する NAS 電
池出力感度の順位は負荷余裕を増加させる順位および送電損失を減少させる順位とも等価 5) 配
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<5.2.1> 概要  電圧感度は、ある母線の有効電力および無効電力の変化が、ある母線の電圧
にどのような影響を与えるかについて評価するものである。数学的に表現すると、以下のような
微分形式で表される。 























<5.2.2> 計算アルゴリズム  まず、電圧の大きさベクトルを V、電圧のフェーザベクトルを

















 +++= 22222121 ,,,, LLV ·························································································(5.4) 
[ ]Tnnii fefefe ,,,,,,, 11 LL=X ············································································································(5.5) 
[ ]Tni PPP ,,,,1 LL=P ························································································································(5.6) 
[ ]Tni QQQ ,,,,1 LL=Q ······················································································································(5.7) 
次に、直角座標系における潮流方程式は以下のように表される。 
( ) 0QPXG =,, ··································································································································(5.8) 





























































したがって、(9) 式を (1) 式に代入して整理すると、電圧感度は以下のようになる。 









































ただし、電圧に対する有効電力の感度を SP、電圧に対する無効電力の感度を SQと定義する。 







<5.3.1> 概要  一般に、系統事故などによって母線の電圧が大幅に低下すると、その母線に







<5.3.2> 制御アルゴリズム  まず、電圧感度 SPおよび SQを定期的に計算するシステムを用
意し、NAS 電池の有効電力操作量および無効電力操作量の比率を事前に準備する。次に、NAS 電
池が設置されている母線の電圧をサンプリングするシステムを用意し、サイクル毎の電圧を計算





1) サンプリングされた電圧から、2 サイクル前と 1 サイクル前との電圧差分ΔViを計算する。 
 
2) 電圧差分ΔVi に適切なゲイン ki（後述）を乗じ、皮相電力の操作量ΔSCiを計算する。 






3) 事前に準備された電圧感度 SP および SQ を用いて、皮相電力の操作量ΔSCi から有効電力の操
作量ΔPCiと無効電力の操作量ΔQCiを決定する。ただし、複数の NAS 電池の間でコンフリク
トを防ぐため、∂Vi /∂Pjおよび∂Vi /∂Qjという他の NAS 電池からの影響も考慮し、SRj / SRi







































































































4) 定格出力（PRi , QRi）と操作量（ΔPCi , ΔQCi）とを加えたものが定格出力の 2 倍（2SRi）を上
回るならば、適切な乗数 ri（0＜ri＜1）を計算して操作量を修正する。ただし riは、(PRi + riΔ
PCi)2 + (QRi + riΔQCi)2 = (2SRi)2、および、0＜ri＜1 を満足する操作量の修正乗数である。 
CiiCi PrP ∆⋅⇒∆ ···························································································································(5.18) 
CiiCi QrQ ∆⋅⇒∆ ·························································································································(5.19) 
 
5) 実際に、定格出力（PRi , QRi）と操作量（ΔPCi , ΔQCi）とを加え、NAS 電池の出力（PNi , QNi）
を決定する。 
CiRiNi PPP ∆+= ······························································································································· (5.20) 











<5.4.1> シミュレーションの概要  提案手法による動的電圧制御の有効性を確認するため
に、図 5.1 に示す 3 機 9 母線系統モデル [1] を用いてシミュレーションを行う。系統データについ
ては、付録 D を参照されたい。なお、本章では重負荷系統を想定するため、オリジナル系統の負















図 5.1 3 機 9 母線系統モデル 
 
表 5.1 発電機データ 
発電機 Xd' [pu] M [pu] D [pu] PG [pu] VG [pu] 
G1 0.3240 100 2 - 1.0400 
G2 0.2320 18 2 1.8745 1.0250 





本章では、線路 5-7 の母線 5 至近において 1 回線 3 相地絡事故が生じ、その 70 ms 後に 1 回線
開放、さらにその 1 s 後に再閉路するケースを想定する。 
 
<5.4.2> コンフリクトが生じない場合  複数の NAS 電池の間でコンフリクトが生じないケ
ースとして、NAS 電池が母線 5 および母線 6 に設置されている状況を取り上げる。 
事故前において、母線 5の NAS電池は PR = 0.1 pu、QR = 0.0 pu、母線 6の NAS電池はPR = 0.2 pu、
QR = 0.0 pu で定格運転されており、事前に計算された電圧感度は以下の表 5.2 の通りであった。 
 




















表 5.2 より、各母線における電圧感度の正負が等しいため、2 つの NAS 電池の間でコンフリク
トは生じないものと考えられる。 
事故後において、制御可能な NAS 電池の出力は、母線 5 が 0.2 pu まで、母線 6 が 0.4 pu まで（定
格出力の 2 倍）と設定し、電圧差分から皮相電力の操作量を計算するゲインは、母線 5 が k = 20、
母線 6 が k = 40 と設定する。これらのゲインは、1 s 間で 1 pu の電圧降下があった場合、NAS 電
池が定格出力の 2 倍の電力を放電することを意味する。また、本シミュレーションでは、NAS 電
池の制御遅れを 50 msec と仮定する。 
まず、NAS 電池による制御を行った場合と行わなかった場合との比較を行い、母線 5 および母


































  Without control
  With normal control
  With coordinated control
  
図 5.2 母線 5 における電圧変動 
 


















  Without control
  With normal control
  With coordinated control
 
図 5.3 母線 6 における電圧変動 
 
次に、電圧変動を抑制するために行われた、母線 5 における NAS 電池の制御を図 5.4 に、母線
























  Active power output PN
  Reactive power output QN
  Apparent power output SN
  



















  Active power output PN
  Reactive power output QN
  Apparent power output SN
 
(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.4 母線 5 における NAS 電池の制御 
 



















  Active power output PN
  Reactive power output QN
  Apparent power output SN
  



















  Active power output PN
  Reactive power output QN
  Apparent power output SN
 
(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.5 母線 6 における NAS 電池の制御 
 
<5.4.3> コンフリクトが生じる場合  複数の NAS 電池の間でコンフリクトが生じるケース
として、NAS 電池が母線 5 および母線 8 に設置されている状況を取り上げる。 
事故前において、母線 5の NAS電池は PR = 0.1 pu、QR = 0.0 pu、母線 8の NAS電池はPR = 0.2 pu、
QR = 0.0 pu で定格運転されており、事前に計算された電圧感度は以下の表 5.3 の通りであった。 
 




















表 5.3 より、各母線における有効電力の電圧感度の正負が異なるため、2 つの NAS 電池の間で
コンフリクトが生じるものと考えられる。 
事故後において、制御可能な NAS 電池の出力は、母線 5 が 0.2 pu まで、母線 8 が 0.4 pu まで（定
74 
 
格出力の 2 倍）と設定し、電圧差分から皮相電力の操作量を計算するゲインは、母線 5 が k = 20、
母線 8 が k = 40 と設定する。また、本シミュレーションでは、NAS 電池の制御遅れを 50 msec と
仮定する。 
まず、NAS 電池による制御を行った場合と行わなかった場合との比較を行い、母線 5 および母
線 8 における電圧変動を、それぞれ図 5.6 および図 5.7 に示す。 
 


















  Without control
  With normal control
  With coordinated control
 




































  Without control
  With normal control
  With coordinated control
 
図 5.7 母線 8 における電圧変動 
 
次に、電圧変動を抑制するために行われた、母線 5 における NAS 電池の制御を図 5.8 に、母線
8 における NAS 電池の制御を図 5.9 に示す。 
 



















  Active power output PN
  Reactive power output QN
  Apparent power output SN
  



















  Active power output PN
  Reactive power output QN
  Apparent power output SN
 
(a) 協調なし                 (b) 協調あり 

















  Active power output PN
  Reactive power output QN





















  Active power output PN
  Reactive power output QN















(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.9 母線 8 における NAS 電池の制御 
 








ほど）大きくなる。実際に、NAS 電池を母線 5 と母線 6 に設置し、NAS 電池の間の距離が比較的
遠い <5.4.2> のケースより、NAS 電池を母線 5 と母線 8 に設置し、NAS 電池の間の距離が比較的
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NAS 電池システムのように有効電力と無効電力を柔軟に制御できる機器は、SVC（Static Var 























<6.2.1> 提案手法の概要  本章では、高出力型 NAS 電池システムの優れた制御性能に着目
し、系統事故などによって生じる線路過負荷を NAS 電池システムにより抑制することを考え、そ
のために必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案する。 

















生じたときには、どのように NAS 電池システムの動的制御を行えばよいのかについて検討する。 
提案する NAS 電池システムの設置計画および運転制御は、NAS 電池システムの優れた運転制
御機能および瞬時放電特性に基づいている。NAS 電池システムは、有効電力出力と無効電力出力
を瞬時かつ独立に制御することが可能であり、交直変換装置の仕様が適切であれば定格出力の 2 
～ 5 倍程度の電力を瞬時に放電することも可能である。つまり、計画時に求まった容量の 1 / 2 ～ 1 
/ 5 倍程度を定格容量とする NAS 電池システムを設置し、系統事故に備えて待機する。そして、系
統事故が生じた運用時に定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を放電すれば、線路過負荷を効果的に抑
制することができる。ただし、NAS 電池には温度による出力限界が存在するため、定格出力の 2
倍ならば 1 時間 30 分程度、3 倍ならば 30 分程度、4 倍ならば 15 分程度、5 倍ならば 7 分程度の
放電可能時間に限られる。また、提案する動的制御を実現するためには、NAS 電池は満充電で待
機状態となっている必要がある。 
本章では、計画時に求まった容量の 1 / 4 倍を定格容量とする NAS 電池システムを設置し、系統
事故が生じた運用時に定格出力の 4 倍の電力を放電し、15 分程度の線路過負荷を抑制することを
目的とする。 
 
<6.2.2> 設置計画の手法  本章では、全ての NAS 電池システム容量および全ての発電機出
力減少量を変数とし、NAS 電池システム容量を最小化することを目的とした最適潮流計算を解く
ことを提案する。この定式化では、複数の NAS 電池システムおよび複数の発電機により線路過負






















SNAS i：NAS 電池システム i の容量 
PNAS i：NAS 電池システム i の有効電力出力 






iiDECsi PPP =− ··································································································································(6.2) 
・負荷母線 
iiNASsi PPP =+ ···································································································································(6.3) 



















PDEC i：発電機 i の有効電力出力減少量 
Psi：母線 i における有効電力指定値 
Pi：母線 i における有効電力 
Qsi：母線 i における無効電力指定値 
Qi：母線 i における無効電力 
Gij：母線アドミタンス行列 ij 要素の実部 









ii PFPF max≤ ·····································································································································(6.7) 
・母線電圧制約 
iii VVV maxmin ≤≤ ····························································································································(6.8) 
 
PFi：送電線 i における有効電力潮流 
PFmax i：送電線 i における線路容量 
| Vi |：母線 i における電圧の大きさ 
| Vmin i |：母線 i における電圧の下限値 










消」という 2 つの機能を持った運転制御を考え、2 つのステップから成る運転制御の手法を提案
する。このような 2 段階の制御を採用することにより、過渡状態の系統動揺を抑制しつつ、最終
的には線路過負荷も解消することができる。 
まず、設置計画で決定された NAS 電池システムの容量 SNAS i、有効電力出力 PNAS i、無効電力出
力 QNAS iから、NAS 電池システムの有効電力操作量 POUT iおよび無効電力操作量 QOUT i の比率を事
前に準備する。次に、NAS 電池システムが設置されている母線の電圧をサンプリングするシステ
ムを用意し、サイクル毎の電圧を計算する。もし、変電所に設置されている遮断器が動作した場
合、線路過負荷が発生するものとして、以下の 2 つのステップから成る制御を NAS 電池システム
により実行する。 









1) サンプリングされた電圧 Viから、基準電圧（事故前の電圧）VREF i との電圧差分ΔViを計算す
る。 
iiREFi VVV −=∆ ·································································································································(6.9) 
2) 電圧差分ΔVi に適切なゲイン ki（シミュレーションにて説明）を乗じ、皮相電力操作量 SOUT i
を計算する。ただし、皮相電力操作量 SOUT iが NAS 電池システム容量 SNAS iの値を超えた場合
には、リミッターの機能により SOUT iを SNAS iまで制限する。 
iiiOUT VkS ∆⋅=  ただし iNASiOUT SS ≤ ·······················································································(6.10) 
3) 設置計画段階で事前に準備された比率を用いて、皮相電力操作量 SOUT i から有効電力操作量












Q = ·························································································································(6.12) 
 
ステップ 2 では、系統動揺が落ち着いた後の 30 秒 ～ 15 分程度を目安に、NAS 電池システムが
計画段階で決定された 4 倍出力を放電することにより、徐々に線路過負荷を抑制することを考え
る。具体的には、発電機の出力変化率上限値を考慮して NAS 電池システムの出力増加率 lPi（MW 
/ 分）と lQi（MVar / 分）を決定し、NAS 電池システムの出力を直線的に増加させることを提案す
る。lPiと lQiの値は、計画段階で求めた PNAS i（MW）と QNAS i（MVar）、および、4 倍出力に到達す
るまでの時間（分）により計算される。 
ステップ 1 からステップ 2 への移行判定基準は、系統運用者に委ねてもよいが、系統動揺が落
ち着けばステップ 1 からステップ 2 へと移ることが望ましいため、例えば遮断器が動作してから
30 秒後というように、ある特定の時刻を決めて移行すればよい。 
また、系統に複数の NAS 電池システムや発電機が存在する場合にも、同様に提案手法を適用す
ることができる。ステップ 1 では、NAS 電池システムが設置されている各母線において、電圧差
分と皮相電力操作量の関係を与えるゲイン kiを決定する。ステップ 2 では、NAS 電池システムの
出力変化に追従する全発電機の出力変化率上限値を考慮して、それぞれの NAS 電池システムの出
力増加率 lPiと lQiを計算する。このように、各 NAS 電池システム設置母線においてゲインと出力







<6.3.1> シミュレーションの概要  提案手法の有効性を確認するために、図 6.1 に示す電気
学会 1 機 V 系統モデル [2][3] を使用してシミュレーションを行う。系統データについては、付録 A
を参照されたい。ただし、本章では系統容量をオリジナル系統の 1 / 10 に変更し、発電機出力と負








: Bus Number    <  > : Line Number
 
図 6.1 電気学会 1 機 V 系統モデル 
 
発電機 990 の出力が約 270 MW、母線 111, 211, 311 の需要がそれぞれ 90 MW、送電線 <110> の
1 回線容量が 170 MW である。したがって、送電線 <110> の 2 回線中 1 回線開放という想定事故
が生じると、送電線 <110> において 100 MW 程度の線路過負荷が生じることが分かっているので、
この想定事故を対象として設置計画と運転制御を行う。 
NAS 電池システムの配置候補母線は、全ての負荷母線（母線 111, 211, 311）とする。線路容量
（2 回線）は、送電線 <110> が 340 MW、送電線 <210> および <310> が 220 MW である。母線電
圧上下限値は、全母線において | Vmax i | = 1.045 pu, | Vmin i | = 0.970 pu とした。 
 
<6.3.2> 設置計画段階の検証  NAS 電池システム容量および発電機出力減少量を変数とし、









表 6.1 最適潮流計算結果 
 
(a) NAS 電池システムの最適配置および最適容量 
配置候補母線 PNAS i [MW] QNAS i [MVar] SNAS i [MVA] 
111 0.00 0.00 0.00 
211 101.23 -0.58 101.23 
311 0.00 0.00 0.00 
 
(b) 発電機の出力減少量 
発電機 PDEC i [MW] 
990 102.40 
 
表 6.1 より、NAS 電池システムを母線 211 に 101.23 MVA 配置し、発電機 990 の出力を 102.40 MW
減少させればよいことが分かる。また、このときの NAS 電池システムの有効電力出力は 101.23 
MW であり、無効電力出力は -0.58 MVar である。つまり、有効電力出力は放電方向、無効電力出
力は充電方向に動作させた方がよいことが示されている。 
全母線の NAS 電池システム容量を最適潮流計算の変数としたが、母線 211 以外の NAS 電池シ
ステム容量は全て 0 となった。送電線 <110> を 2 回線中 1 回線開放したとき、発電機 990 の出力
を減少させればよいことは自明な解であるが、NAS 電池システム容量を全て母線 211 に集中させ
た方がよいことは注目すべき点であると言える。すなわち、本シミュレーションの場合、NAS 電
池システム容量を分散させるよりも集中させた方が、より小さな容量で線路過負荷を抑制できる
















表 6.2 NAS 電池システム設置前後での系統状態変化 
 
(a) 各母線における電圧 
母線 電圧の大きさ [pu] 電圧の位相角 [deg] 
990 1.015 → 0.971 0.00 → 0.00 
910 1.034 → 0.990 -0.68 → -0.46 
110 1.025 → 0.995 -5.30 → -6.71 
111 1.044 → 1.012 -9.13 → -10.78 
210 1.019 → 1.020 -17.91 → -12.41 
211 1.042 → 1.045 -21.75 → -11.93 
310 1.013 → 1.013 -24.23 → -18.71 
311 1.042 → 1.042 -28.07 → -22.55 
 
(b) 各線路における潮流 
線路 有効電力潮流 [MW] 無効電力潮流 [MVar] 
990 → 910 272.40 → 170.00 27.89 → -5.47 
910 → 110 272.40 → 170.00 24.63 → -9.84 
110 → 111 90.00 → 90.00 22.24 → 23.05 
110 → 210 181.67 → 79.38 -6.82 → -42.47 
210 → 211 90.00 → -11.23 22.29 → 16.82 
210 → 310 90.33 → 90.33 -18.10 → -18.21 






<6.3.3> 運転制御段階の検証  設置計画段階の検証により、NAS 電池システムの最適配置は
母線 211 であり、最適容量は 101.23 MVA であると求めることができた。そこで、実際にはその 1 
/ 4 倍の容量である 25.31 MVA を配置することにする。そして、通常時は満充電で待機し、系統事
故が生じたときに定格出力の 4 倍の電力を放電すれば、線路過負荷を 15 分程度抑制することがで
きる。 
系統事故シーケンスとしては、シミュレーション開始後、時刻 1.00 sec で送電線 <110> の母線
910 至近で 3 相地絡事故発生、時刻 1.07 sec で送電線 <110> の 2 回線中 1 回線開放を考える。また、
過渡安定度シミュレーションには、電力中央研究所の Y 法を使用し、AVR モデルは LAT = 1、調
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速機モデルは LPT = 1、負荷特性は NLT = 2 としている。 
本シミュレーションでは、電圧差分 0.30 pu に対して皮相電力操作量 101.23 MVA を得るように
ゲイン k は 101.23 / 0.30 ≒ 337.45 MVA / pu と設定し、NAS 電池システムの制御遅れは 50 msec と
仮定した。なお、ステップ 1 からステップ 2 への移行は遮断器が動作してから 30 秒後とする。 
まず、ステップ 1 として、0 秒 ～ 30 秒（シミュレーションでは 15 秒まで）における検証を行
う。NAS 電池システムを配置する前と配置した後で、母線 211 の電圧変動および送電線 <110> の
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図 6.3 送電線 <110> における線路潮流変動の比較 
 
図 6.2 および図 6.3 より、NAS 電池システムを配置した後は、電圧変動および線路潮流変動が
効果的に抑制されていることが分かる。また、電圧変動の収束値も基準電圧（事故前の電圧）近
くまで回復していることが示されている。しかし、送電線 <110> における線路潮流は 1 回線容量
を超えたままであり、引き続き線路過負荷の抑制を行う必要性があることも示されている。 
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図 6.4 NAS 電池システムの出力 
 
次に、ステップ 2 として、30 秒 ～ 15 分（シミュレーションでは 10 分まで）における検証を行
う。ここで、発電機 990 の出力変化率上限値を 5 % / 分と仮定すると、定格出力は 270 MW である
から、設置計画段階で決定された発電機出力の減少量 102.40 MW を減少させるのに約 7 分 35 秒
の時間を要することが分かる。したがって、NAS 電池システムは 8 分かけて（t = 30 sec から t = 510 
sec にかけて）4 倍出力を放電し、徐々に線路過負荷を抑制することにする。すなわち、NAS 電池
システムの出力増加率は、この場合 lP = 101.23 / 8 ≒ 12.65 MW / 分、lQ = -0.58 / 8 ≒ -0.07 MVar / 分






























図 6.5 母線 211 における電圧変動 
 





1 line capacity 170 MW














図 6.6 送電線 <110> における線路潮流変動 
 
図 6.5 および図 6.6 より、NAS 電池の出力を直線的に増加させることによって、母線電圧を維
持しつつ、線路潮流を 1 回線容量まで減少させていることが分かる。また、図 6.5 および図 6.6 の




このときの線路過負荷を抑制するために制御された NAS 電池システムの出力を図 6.7 に示す。
図 6.4 と同様に、皮相電力出力と有効電力出力の波形はほぼ重なっており、無効電力出力の波形
はごく小さなものとなっている。また、図 6.7 の左側に見ることができる短時間の変動は、図 6.4
に示した過渡状態の変動に対応している。 
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が可能であり、交直変換装置の仕様が適切であれば定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を瞬時に放電
することも可能である。 
そこで本論文では、電力貯蔵装置の 1 つである NAS 電池に対して、「電力の貯蔵」という役割
を果たさせるだけでなく「電力系統の制御」という機能を持たせることを検討し、その応用方法
について提案した。現在の電力系統において、SVC（Static Var Compensator : 静止型無効電力補償
装置）や STATCOM（STATic synchronous COMpensator : 自励式無効電力補償装置）といった「無
効電力」を高速に制御できる機器は既に導入されているが、「有効電力」と「無効電力」を同時に
制御できる機器は今のところ実用化されていない。このような背景のもと、有効電力と無効電力
















2 章 NAS 電池 
・NAS 電池の動作原理と特徴を述べた。 
・NAS 電池の利点として、1) 変電所や需要地の狭いスペースにコンパクトな設置が可能であり、
鉛蓄電池の約 3 倍の高エネルギー密度を持つ、2) 高充放電効率でかつ自己放電がほとんどない







・NAS 電池の欠点として、1) 高温動作型であり、保温・温度制御機構が必要である、2) β･アル
ミナの工業的生産が困難で、化学的安定性にも問題があることなどを挙げた。 








チウムイオン電池を取り上げ、これらと NAS 電池の比較を行った。 
 
3 章 既存 VQC システムとの協調制御 
ここでは、NAS 電池システムを地域供給系統における電圧無効電力制御（VQC）へ利用するこ
とを検討し、新規導入の NAS 電池システムと既存の VQC システムの協調制御手法について提案
した。以下に、本章のまとめを示す。 






















・まず、母線電圧安定性指標 d VIPI / d PLおよび d VIPI / d QLを用いた感度手法により配置候補母線
の順位付けを行い、次に、全系電圧安定性指標を VIPI 用いた最適潮流計算手法により最適配置
および最適 PQ 出力比を決定する手法について提案した。 
・感度手法により求まった電圧安定性指標の順位と最適潮流計算手法により求まったVIPIの順位
が一致し、その感度比と出力比も非常に近い値となることが分かった。すなわち、複数回の最
適潮流計算手法を行わなくても 1 回の感度計算手法を行えば適切な配置と PQ 出力比を推定で
きることが示された。 
・配電用変電所に NAS 電池を設置する場合、1 次側（高圧側）よりも 2 次側（低圧側）に設置す
る方が、より電圧安定性を向上させる傾向にあることが分かった。設備の仕様面や費用面から
考えても、1 次側よりも 2 次側に設置する方が好ましいことは明らかである。 
・電圧安定性を向上させるために NAS 電池を設置する場合、有効電力よりも無効電力を多く出力







































































付録.A 電気学会 1 機 V 系統モデルデータ 
 
系統ベース : 1,000 [MVA] 
 
付表 A.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [pu] TR To [pu] 
990 910 Transformer 0.000 0.466 0.000 0.980392 1.0 
910 110 Branch 0.105 3.150 6.100 － － 
110 111 Transformer 0.000 8.200 0.000 0.967961 1.0 
110 210 Branch 0.420 12.600 24.400 － － 
210 211 Transformer 0.000 8.200 0.000 0.963948 1.0 
210 310 Branch 0.420 12.600 24.400 － － 
310 311 Transformer 0.000 8.200 0.000 0.958405 1.0 
 
付表 A.2 電力用コンデンサデータ 
Node V Base [kV] C [MVA] 
111 220 60 
211 220 60 
311 220 60 
 
付表 A.3 指定値データ 
Node Type V Base [kV] e [kV] f [kV] P [MW] Q [MVar] V [kV] 
990 e-f 24 24.36 0.00 － － － 
910 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
110 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
111 P-Q 220 － － -90.0 -22.5 － 
210 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
211 P-Q 220 － － -90.0 -22.5 － 
310 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 








付録.B Ward & Hale 6 母線系統モデルデータ 
 
付表 B.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [pu] TR To [pu] 
1 6 Branch 12.3 51.8 0.0 － － 
1 4 Branch 8.0 37.0 0.0 － － 
4 6 Branch 9.7 40.7 0.0 － － 
6 5 Transformer 0.0 30.0 0.0 0.975610 1.0 
2 5 Branch 28.2 64.0 0.0 － － 
2 3 Branch 72.3 105.0 0.0 － － 
4 3 Transformer 0.0 13.3 0.0 0.909091 1.0 
 
付表 B.2 電力用コンデンサデータ 
Node V Base [pu] C [pu] 
4 1.0 0.029326 
1 1.0 0.033898 
6 1.0 0.035088 
 
付表 B.3 指定値データ 
Node Type V Base [pu] e [pu] f [pu] P [pu] Q [pu] V [pu] 
1 e-f 1.0 1.05 0.00 － － － 
2 P-V 1.0 － － 0.500 － 1.100 
3 P-Q 1.0 － － -0.825 -0.195 － 
4 P-Q 1.0 － － 0.000 0.000 － 
5 P-Q 1.0 － － -0.450 -0.270 － 

















付録.C 73 母線配電系統モデルデータ 
 
系統ベース : 10.0 [MVA] 
 
付表 C.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [kV] TR To [kV] 
1 2 Transformer 0.0000 0.8867 0.0000 155.80 66.00 
2 3 Transformer 0.0000 1.2134 0.0000 66.00 21.00 
2 10 Branch 0.0000 -0.0717 0.0000 － － 
1 4 Transformer 0.0000 0.8940 0.0000 155.80 66.00 
4 5 Transformer 0.0000 1.0890 0.0000 66.00 21.00 
4 10 Branch 0.0000 -0.0590 0.0000 － － 
1 6 Transformer 0.0000 0.8825 0.0000 155.80 66.00 
6 7 Transformer 0.0000 1.1005 0.0000 66.00 21.00 
6 10 Branch 0.0000 -0.0575 0.0000 － － 
1 8 Transformer 0.0000 1000.0 0.0000 155.80 66.00 
8 9 Transformer 0.0000 0.0001 0.0000 66.00 66.00 
8 10 Branch 0.0000 0.0001 0.0000 － － 
10 11 Branch 0.0994 0.8968 0.8500 － － 
11 12 Branch 0.0499 0.3509 0.3200 － － 
12 13 Transformer 0.0000 3.6700 0.0000 66.00 22.00 
11 14 Branch 0.0751 0.3647 0.3100 － － 
14 15 Branch 0.0015 0.0031 0.1900 － － 
15 16 Transformer 0.0000 7.2000 0.0000 61.69 6.90 
15 17 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 62.63 6.90 
15 18 Transformer 0.0000 7.9330 0.0000 61.69 6.90 
14 19 Branch 0.0830 0.1533 0.1000 － － 
19 20 Branch 0.1595 0.3397 0.2500 － － 
20 21 Transformer 0.0000 18.650 0.0000 64.50 6.60 
10 22 Branch 0.0994 0.8968 0.8500 － － 
22 23 Branch 0.0446 0.3259 0.3000 － － 
23 24 Branch 0.0390 0.0644 0.9100 － － 
24 25 Transformer 0.0000 18.750 0.0000 62.63 3.20 
23 26 Branch 0.0056 0.0266 0.0200 － － 
26 27 Transformer 0.0000 7.3450 0.0000 60.75 6.90 
26 28 Transformer 0.0000 7.3950 0.0000 60.75 6.90 
26 29 Transformer 0.0000 7.6300 0.0000 61.69 6.90 
22 30 Branch 0.0751 0.3647 0.3100 － － 
30 31 Branch 0.0873 0.1533 0.1000 － － 
31 32 Branch 0.6052 1.0632 0.6600 － － 
32 33 Transformer 0.0000 7.4500 0.0000 59.81 6.90 
32 34 Transformer 0.0000 7.2670 0.0000 59.81 6.90 
32 35 Transformer 0.0000 7.6400 0.0000 59.81 6.90 
10 36 Branch 0.1005 0.5429 0.4600 － － 
36 37 Branch 0.0319 0.1637 0.1700 － － 
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37 38 Branch 0.0195 0.1756 0.1700 － － 
38 39 Transformer 0.0000 7.6000 0.0000 63.56 6.90 
38 40 Transformer 0.0000 7.6000 0.0000 63.56 6.90 
38 41 Transformer 0.0000 7.6500 0.0000 64.50 6.90 
10 42 Branch 0.1005 0.5429 0.4600 － － 
42 43 Branch 0.0652 0.2031 0.1900 － － 
43 44 Transformer 0.0000 7.3500 0.0000 62.63 6.90 
43 45 Transformer 0.0000 7.9330 0.0000 61.69 6.90 
43 46 Transformer 0.0000 7.9330 0.0000 62.63 6.90 
42 47 Branch 0.0319 0.1637 0.1700 － － 
47 48 Branch 0.0403 0.1258 0.1700 － － 
48 49 Transformer 0.0000 18.000 0.0000 66.00 3.30 
10 50 Branch 0.0003 0.0024 0.0000 － － 
50 51 Branch 0.0563 0.2411 0.2100 － － 
51 52 Transformer 0.0000 7.4400 0.0000 62.63 6.90 
51 53 Transformer 0.0000 7.4100 0.0000 62.63 6.90 
50 54 Branch 0.0369 0.3332 0.3200 － － 
54 55 Branch 0.0731 0.5157 0.5200 － － 
55 56 Transformer 0.0000 7.8500 0.0000 60.75 6.90 
55 57 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 60.75 6.90 
55 58 Transformer 0.0000 7.7500 0.0000 60.75 6.90 
54 59 Branch 0.1602 1.0811 1.0000 － － 
59 60 Branch 0.0193 0.0410 0.0300 － － 
60 61 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 64.50 6.60 
10 62 Branch 0.0003 0.0024 0.0000 － － 
62 63 Branch 0.0484 0.1725 0.1400 － － 
63 64 Transformer 0.0000 7.3500 0.0000 63.56 6.90 
63 65 Transformer 0.0000 7.6500 0.0000 63.56 6.90 
63 66 Transformer 0.0000 7.4670 0.0000 62.63 6.90 
62 67 Branch 0.0369 0.3332 0.3200 － － 
67 68 Branch 0.0600 0.0854 4.0200 － － 
68 69 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 65.44 6.60 
67 70 Branch 0.1602 1.0811 1.0000 － － 
70 71 Branch 0.0001 0.0001 0.0000 － － 
71 72 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 65.44 6.90 











付表 C.2 電力用コンデンサデータ 
Node V Base [kV] C [MVA] 
3 22.0 50.0 
5 22.0 50.0 
7 22.0 50.0 
9 66.0 130.0 
21 6.6 1.2 
25 3.2 3.3 
49 3.3 5.8 
61 6.6 3.6 
69 6.6 3.3 
 
付表 C.3 指定値データ 
Node Type V Base [kV] e [kV] f [kV] P [MW] Q [MVar] V [kV] 
1 e-f 147.0 147.0 0.00 － － － 
2 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
3 P-Q 21.0 － － 0.0 0.0 － 
4 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
5 P-Q 21.0 － － 0.0 0.0 － 
6 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
7 P-Q 21.0 － － 0.0 0.0 － 
8 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
9 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
10 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
11 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
12 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
13 P-Q 22.0 － － -4.0 -0.8 － 
14 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
15 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
16 P-Q 6.9 － － -14.3 -2.9 － 
17 P-Q 6.9 － － -14.9 -2.9 － 
18 P-Q 6.9 － － -15.0 -2.2 － 
19 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
20 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
21 P-Q 6.6 － － -1.0 -0.2 － 
22 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
23 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
24 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
25 P-Q 3.2 － － -3.0 -0.6 － 
26 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
27 P-Q 6.9 － － -20.2 -3.9 － 
28 P-Q 6.9 － － -20.0 -3.9 － 
29 P-Q 6.9 － － -19.0 -3.1 － 
30 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
31 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
32 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
33 P-Q 6.9 － － -18.0 -3.7 － 
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34 P-Q 6.9 － － -13.0 -2.9 － 
35 P-Q 6.9 － － -10.0 -3.0 － 
36 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
37 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
38 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
39 P-Q 6.9 － － -15.0 -3.5 － 
40 P-Q 6.9 － － -15.0 -3.5 － 
41 P-Q 6.9 － － -14.0 -3.2 － 
42 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
43 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
44 P-Q 6.9 － － -14.6 -4.8 － 
45 P-Q 6.9 － － -14.5 -4.8 － 
46 P-Q 6.9 － － -17.0 -4.1 － 
47 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
48 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
49 P-Q 3.3 － － -3.0 -0.6 － 
50 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
51 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
52 P-Q 6.9 － － -17.2 -6.1 － 
53 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.8 － 
54 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
55 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
56 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.1 － 
57 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.1 － 
58 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.8 － 
59 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
60 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
61 P-Q 6.6 － － -2.0 -0.4 － 
62 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
63 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
64 P-Q 6.9 － － -17.0 -5.8 － 
65 P-Q 6.9 － － -17.0 -5.8 － 
66 P-Q 6.9 － － -16.0 -5.5 － 
67 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
68 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
69 P-Q 6.6 － － -7.0 -1.4 － 
70 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
71 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
72 P-Q 6.9 － － -10.0 -3.0 － 








付録.D 3 機 9 母線系統モデルデータ 
 
系統ベース : 10,000 [MVA] 
 
付表 D.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [pu] TR To [pu] 
1 4 Branch 0.00 5.76 0.00 － － 
2 7 Branch 0.00 6.25 0.00 － － 
3 9 Branch 0.00 5.86 0.00 － － 
4 5 Branch 1.00 8.50 8.80 － － 
4 6 Branch 1.70 9.20 7.90 － － 
5 7 Branch 3.20 16.10 15.30 － － 
6 9 Branch 3.90 17.00 17.90 － － 
7 8 Branch 0.85 7.20 7.45 － － 
8 9 Branch 1.19 10.08 10.45 － － 
 
付表 D.2 指定値データ 
Node Type V Base [pu] e [pu] f [pu] P [MW] Q [MVar] V [pu] 
1 e-f 1.0 1.04 0.00 － － － 
2 P-V 1.0 － － 16300 － 1.025 
3 P-V 1.0 － － 8500 － 1.025 
4 P-Q 1.0 － － 0 0 － 
5 P-Q 1.0 － － -12500 -5000 － 
6 P-Q 1.0 － － -9000 -3000 － 
7 P-Q 1.0 － － 0 0 － 
8 P-Q 1.0 － － -10000 -3500 － 
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